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   川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例の一部を改正する条例  
 川崎市議会の政務調査費の交付等に関する条例（平成１３年川崎市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。  
 第１１条第 2 項中「前項」を「前２項」に、「収支報告書」を「収支報告書及

び領収書等の写し（以下「収支報告書等」という。）」に改め、同項を同条第３項

とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  
２ 前項の規定により収支報告書を提出する場合においては、１件当たりの金額

が５０，０００円以上の支出 (規則で定める経費に係るものを除く。 )に係る領

収書その他の支出を証明する書類（以下「領収書等」という。）の写しを添え

て、提出しなければならない。  
第１５条の見出し中「収支報告書」を「収支報告書等」に改め、同条第 1 項中

「第１１条第 1 項」の次に「及び第 2 項」を加え、「収支報告書」を「収支報告

書等」に改め、同条第 2 項から第 4 項までの規定中「収支報告書」を「収支報告

書等」に改める。  
   附 則  

（施行期日）  
１ この条例は、平成１９年５月３日から施行する。  
 （経過措置）  
２ 改正後の条例の規定は、この条例の施行の日以後に交付される政務調査費に

ついて適用し、同日前に交付された政務調査費については、なお従前の例によ

る。  



   提 案 理 由  

 
 政務調査費の使途の透明性を高めるため支出に係る領収書等の写しの提出を５

０，０００円以上と定めるため、この条例を制定するものである。  

 
 
 


